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概要： 

本研究では、将来社会経済シナリオを用いて、現在と21 世紀末における洪水リスクが推定された。将

来社会経済シナリオは「脱地球温暖化と持続的発展可能な経済社会実現のための対応戦略の研究（ALPS）」

のシナリオAを採用した。将来の第5期結合モデル相互比較計画（CMIP5）の予測シミュレーション実験

結果（代表的濃度経路（RCP）8.5）の流出量を河川氾濫モデルCaMa-Flood に入力し、洪水リスクを評価

するために必要な河川流量や氾濫面積、浸水深が得られた。その浸水深データを被害割合に換算する関数

を用いて、最終的に洪水リスクが各グリッドで推定された。 

21 世紀末における洪水頻度は、アジアのほぼ全域で増加傾向、氾濫面積はスリランカやバングラデシ

ュ、ラオス、ミャンマーで約1.4～1.6 倍となる一方、日本、台湾、タジキスタン、キルギスではほぼ変

わらない傾向であった。被害額の推定では、経済発展の影響が非常に大きく気候変動による影響は大変小

さいが、適応策を考える際に区別して評価する重要性を示した。 
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１．はじめに 

最近公表された気候変動に関する政府間パネル（IPCC）

の第5次評価報告書（AR5）の各作業部会報告の中で、地

球の気候システムの温暖化は疑う余地がなく、地表面気

温だけでなくむしろ主に海洋の水温上昇としてその影響

が表れていることが述べられている。人間活動が20世紀

半ば以降に観測された温暖化の主な要因であった可能性

が極めて高い（95％以上の可能性）とされ、90％の可能

性とした第4次評価報告書の記述からさらに一歩踏み込

まれている。 

IPCCでも第4次評価報告書以降、第2作業部会の評価

報告書では緩和策と適応策とは気候変動対策における車

の両輪である、と位置付けられている。その適応策を策

定する際にはより定量的なリスク推定が求められる。 

これまで、中北ら（2012）1)などで、領域気候モデルを

用いた梅雨前線に伴う集中豪雨の発生頻度などが将来ど

う変化するかが調べられているが、その結果として発生

する被害推計などは解析されていない。また

Hirabayashi et al.（2013）2)において、将来の全球洪

水リスク（曝露人口）が示されているが将来の社会経済

シナリオに基づいた経済被害については求められていな

い。 

水関連災害リスクの算出は、インフラ整備やハザード

マップといったソフト対応などの政策決定に大変重要な

基礎データと位置付けられる。そこで、本研究では、将

来予想される気候変動による水関連災害リスクを、ダウ

ンスケーリング情報を用いて、日本を中心にアジア域に

おいて提示することを本研究の目的とする。 

 

２．研究開発手法 

 (1)手法 

本研究で使用した気候変化シナリオは、用意されてい

る 4 つの代表的濃度経路（RCP）シナリオのうち、2100

年における 1750 年に対するおおよその合計放射強制力

が約 8.5Wm-2となるもの（RCP8.5）を用いた。2100 年ま

での昇温量はおよそ3.5℃である。将来の第5期結合モ

デル相互比較計画（CMIP5）3）に提出された予測シミュレ

ーション実験結果のうち、Hirabayashi et al.（2013）

で用いられた大気大循環モデル（GCM）からRCP8.5シナ

リオの実験結果のある8つのGCMを用いた（表-1）。その

GCM の実験結果から得られる流出量を河川モデルに入力
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することで、将来のシミュレーションが可能となる。本

研究では、Yamazaki et al.（2011）4）で開発された河川

氾濫モデル（CaMa-Flood）へGCMから得られた流出量を

ダウンスケールして入力し、河川流量、氾濫面積および

浸水深を得た。この詳細な手法は Hirabayashi et al.

（2013）に記載されているので参照されたい。 

 

表-1：本研究で使用したGCM。 

略称 格子数（大気） 機関 

canESM2 128 x 64 カナダ気候モデリング・

解析センター（カナダ） 

CNRM-CM5 256 x 128 フランス国立科学研究セ

ンター・欧州科学計算研

究訓練センター（フラン

ス） 

GFDL_ESM2G 144 x 90 地球物理流体力学研究所

（アメリカ） 

GFDL_ESM2M 144 x 90 地球物理流体力学研究所

（アメリカ） 

MIROC5 256 x 128 東京大学大気海洋研究

所・海洋研究開発機構（日

本） 

MRI-CGCM3 320 x 160 国立気象研究所（日本） 

NCC-NorESM1-M 144 x 96 ノルウェー気候センター

（ノルウェー） 

 

図-1：2100 年の ALPS のシナリオA（中位技術進展シナリオ）の

国別統計値に基づく人口分布図。 

 

一方の社会経済シナリオは、公益財団法人地球環境産

業技術研究機構（RITE）において実施された「脱地球温

暖化と持続的発展可能な経済社会実現のための対応戦略

の研究（ALPS）」が策定した人口、経済成長に関する長期

の見通しを用いた5）。ALPSは、これまでの奇跡的とも言

える高度経済成長から、先進国を中心に次第に緩やかな

る経済成長へと変化していくシナリオ A（中位技術進展

シナリオ）と、奇跡的とも言える技術革新が今後も継続

し一人当たりGDP 成長も大きく成長するシナリオB（高

位技術進展シナリオ）の2つの長期見通しを公開してお

り、そのうち本研究では、シナリオAを用いた。これら

のデータは国別値であり空間分布は示されていない。そ

こで空間解像度が5分の人口分布（History Database of 

the Global Environmrnt6））から分布情報を引用し、そ

れに対して国別値の比を乗することで、ALPSシナリオを

用いた本研究を可能とした（図-1）。 

土地利用データは、国土地理院と千葉大学が各国の国

家地図作成機関と協力して衛星プロダクトMODISデータ

を用いて作成した地球地図土地被覆全球版（GLCNMO）を

用いた（図-2）。空間解像度は30秒であるが、本研究で

は洪水による経済リスク推計のため、18秒にダウンスケ

ールするとともに、21種類ある元の分類を4種類（森林、

森林及び耕作地、耕作地、都市、その他）に再分類した。 

 

森林     森林     耕作地     都市    その他 

及び耕作地 

図-2：本研究の解析範囲と2000年の土地利用分布。 

 

土地利用が異なれば同じ浸水深でも被害額が異なる。

これまで各土地利用ごとの浸水深－被害関数が提案され

てきた 7)8)9)10)。本研究でもこの異なる土地利用を考慮す

るため、Sato et al.（2014）11)によって提案された浸水

深を関数とする被害額算定手法を基本として用いた。

Sato et al.（2014）では楽観的シナリオと悲観的シナリ

オを提案しているが、本研究では楽観的シナリオを用い

た。また、浸水深が1m以下の場合は被害をゼロと仮定し

た。 

上述したデータおよびシミュレーション結果を用いて、

洪水リスクは、曝露対象となる人口分布に基づく資産、

災害外力となる洪水浸水深、そして脆弱性となる浸水深

－被害関数を用いて評価した。人口分布に基づく資産と

は、上述した人口分布データに、ALPSのシナリオAによ
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って提供される2000年および2100年の一人当たりGDP

を乗ずることで推定した。また、洪水外力である洪水浸

水深は年最大浸水深を用いた。その結果、各グリッドに

おいて、人口分布、一人当たり GDP、浸水深－被害関数

から、被害額が求められる。 

 

(2)河川氾濫モデルの検証 

本研究で用いた河川氾濫モデルの精度を検証するため、

世界河川流量データセンター（GRDC）の日河川流量デー

タを用いて相関係数を算出した（図-3）。なお、用いた観

測地点は集水面積が62,500km2以上の743地点である。 

 

図-3：河川流量の相関係数。MIROC5の例。 

 

図-4：ブラマプトラの平均日流量比較。単位はm3/s。左が現在（1970

～2000）、右が21世紀末（2070～2100）。青点線がGRDCによる観

測値。黒実線が使用した7つのGCMの平均。灰色はその7つのGCM

の振幅。 

 

その結果、各 GCM における 95％有意な地点数は、

canESM2が471地点、CNRM-CM3が496地点、GFDL_ESM2G

が466地点、GFDL_ESM2Mが465地点、MIROC5が526地点、

MRI-CGCM3が484地点、NCC-NorESM1-Mが409地点となっ

た。また、河川流量の季節変化の再現性についても検証

を行った。アジアの主要河川である、黄河、メコン、チ

ャオプラヤ、ガンジス、ブラマプトラの5河川について

GRDCの日河川流量データを用いて検証した結果、ブラマ

プトラやガンジスについては季節進行をよく再現してい

たが、黄河の場合は初夏の河川流量の増加が再現できて

いない。また、チャオプラヤではGCMが季節を通じて過

大評価しており、メコンではピーク流量を過小評価して

いる。図-4は、ブラマプトラの例を示す。 

 

３．結果 

(1)河川流量の再現期間の変化 

前章で検討された日河川流量を用いて、Yoshimura et 

al.（2008）12)の計算手法を用いて各グリッドごとに再現

期間を計算し、その将来変化を調べた。本研究では、現

在再現期間が20、50、80、100、150、200年に1回の河

川流量がそれぞれ何年に1回の河川流量となるかを示し、

またそのGCM間でのばらつきを考慮するためその傾向の

整合性についても評価した。 

 

2   5   25   50   75  95  105  125  250  500 1000 

図-5：現在の再現期間が100年に1度の河川流量の将来変化。 

 

7/7   6/7   5/7   4/7        4/7   5/7   6/7   7/7 

図-6：使用したGCM間の合意度。暖色系は増加傾向、寒色系は減

少傾向における合意度を示す。 

 

図-5は現在再現期間が100年に1度の河川流量の将来

変化を示す。暖色系は将来より長い再現期間の河川流量

になる、つまり100年に1度の洪水の頻度が減少するこ

とを意味する。一方、寒色系は将来より短い再現期間の

河川流量になる、つまり100年に1度の洪水の頻度が増

加することを意味する。Hirabayashi et al.（2013）と

同様、ヨーロッパ、南米南部で100年に1度の洪水は減
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少し、アジア、アフリカ、南米の湿潤地域で100 年に1

度の洪水は増加する。この傾向は、他の再現期間でも同

様に示された。 

一方GCMの不確実性を考慮しその合意度を示すことは

近年重要となっている。図-6は、グリッドごとにいくつ

のGCMが増加、あるいは減少となっているかを示したも

もである。図-5と図-6を比較すると、ほぼその増減分布

が一致しており、このことから本研究におけるGCMの不

確実性を評価することができた。 

 

(2)氾濫面積 

 本研究では、河川氾濫モデルCaMa-Floodを用いて研究

領域に限定して、現在（1970～2000）および 21 世紀末

（2070～2100）について氾濫面積を計算した。図-7は研

究領域内の氾濫面積を時系列で示したものである。現在

と21 世紀末の両期間での中央値と標準偏差は表-2のと

おりであり、21世紀末にはアジア域で氾濫面積が1.1倍

になり、標準偏差が1.27倍になることが示された。 

 

図-7：研究領域内の氾濫面積の時系列。単位はkm2。左が現在（1970

～2000）、右が21世紀末（2070～2100）。黒実線が使用した7つの

GCMの平均。灰色はその7つのGCMの振幅。 

 

表-2：研究領域内の氾濫面積のGCM平均値における、現在（1970

～2000）と 21 世紀末（2070～2100）との両期間での中央値と標

準偏差。単位はkm2。 

 現在 21世紀末 

中央値 1,315,863 1,463,732

標準偏差 77,393 99,060
 

 

 さらに国別（表-3）では、氾濫面積のGCM平均値にお

ける期間内中央値が、21世紀末には、スリランカで約1.6

倍、バングラデシュとラオスで約1.5倍、ミャンマーで

約1.4倍となることが示された。一方、日本、台湾、タ

ジキスタンではほぼ変わらず、キルギスでは約0.9倍と

減少している。 

 続いて本研究領域内で主要な河川であるガンジス、チ

ャオプラヤ、メコン、黄河の流域内（表-4）では、氾濫

面積のGCM平均値における期間内中央値が21世紀末には、

ガンジスで約1.4倍、チャオプラヤとメコンで約1.2倍、

黄河ではほぼ変わらなかった。標準偏差の21世紀末にお

ける変化の傾向もほぼ同様であった。 

 

表-3：現在（1970～2000）に比べ21世紀末（2070～2100）におけ

る、国別氾濫面積のGCM平均値における期間内中央値と標準偏差

の変化率。 

国名 中央値 標準偏差 

バングラデシュ 1.5 1.4 

ブータン 1.2 1.2 

ブルネイ 1.1 1.1 

カンボジア 1.2 1.2 

中国 1.1 1.0 

インド 1.2 1.2 

インドネシア 1.1 1.0 

日本 1.0 1.0 

韓国 1.1 1.2 

北朝鮮 1.2 1.1 

キルギス 0.9 1.0 

ラオス 1.5 1.4 

マレーシア 1.1 1.1 

ミャンマー 1.4 1.3 

ネパール 1.1 1.2 

パプアニューギニア 1.1 1.1 

フィリピン 1.1 1.1 

東チモール 1.2 1.1 

タジキスタン 1.0 0.9 

タイ 1.1 1.1 

スリランカ 1.6 1.4 

ベトナム 1.1 1.1 

台湾 1.0 1.1 

 

表-4：現在（1970～2000）に比べ 21 世紀末（2070～2100）にお

ける、主要4河川の氾濫面積のGCM平均値における期間内中央値

と標準偏差の変化率。 

河川名 中央値 標準偏差 

ガンジス 1.2 1.1 

チャオプラヤ 1.4 1.3 

メコン 1.0 1.0 

黄河 1.2 1.2 

 

(3)被害額 

 本研究では、洪水リスクとして人口分布、一人当たり

GCP、浸水深－被害関数を用いて、各グリッド（空間解像

度は500m）で洪水による被害額を推定する。洪水リスク

を考える際には経済発展による資産の増加を無視するこ

とは困難である。Hirabayashi et al.（2013）では、現

在の人口分布を用いることで社会経済の変化を除き、将
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来の洪水曝露人口における気候変動による洪水リスクの

変化を議論した。本研究では、前述したALPSのシナリオ

A（中位技術進展シナリオ）における一人当たり GDP の

2000年と2100年との両方のデータを21世紀末の洪水リ

スク推定に用いた。その結果、気候変動に伴う被害額の

変化率とそれに経済発展も考慮した推定を可能とした。

なお、GCMはMIROC5のみである。表-5は国別の被害額の

期間内中央値の変化率を示す。これを見て分かるように、

2100年一人当たりGDPを用いた被害額推定では、その一

人当たりGDPの違いが非常に大きくなる一方、2000年一

人当たりGDPを用いた推定はその気候変動による洪水の

変化による影響がそれほど大きくないことを示している。

如何に社会経済変動の影響が大きいか、大変重要な情報

となる。国別に見ていくと、発展途上国と中進国、先進

国で傾向が大きく異なっており、既に経済発展している

国は2100年一人当たりGDPで推定しても大きく変わらな

いが、将来の大きな経済発展が潜在的にある発展途上国

では非常に大きな値となっている。 

 

表-5：現在（1970～2000）に比べ21世紀末（2070～2100）におけ

る、国別洪水被害額における期間内中央値の変化率。一人当たり

GDPが左は2000年、右は2100年を用いた。 

国名 2000年GDP 2100年GDP 

バングラデシュ 1.2 64.7 

ブータン 1.0 86.5 

ブルネイ 1.0 12.1 

カンボジア 1.6 123.1 

中国 1.1 32.9 

インド 1.2 61.6 

インドネシア 1.1 23.9 

日本 1.1 1.6 

韓国 1.2 5.5 

北朝鮮 1.1 28.4 

キルギス 0.9 43.4 

ラオス 1.3 110.3 

マレーシア 1.5 21.6 

ミャンマー 1.2 66.1 

ネパール 1.1 67.2 

パプアニューギニア 1.1 87.3 

フィリピン 0.7 24.9 

タジキスタン 0.9 74.9 

タイ 1.6 18.7 

スリランカ 2.0 70.1 

ベトナム 1.2 55.6 

台湾 0.9 2.5 
 

 

 続いて本研究領域内で主要な河川であるガンジス、チ

ャオプラヤ、メコン、黄河の流域内（表-6）では、洪水

による被害額における期間内中央値が 21 世紀末には、

2000年一人当たりGDPではチャオプラヤで約1.8倍と大

きいが、2100年一人当たりGDPでは約22倍と他の流域

と比べて小さい。このことは、チャオプラヤ流域が属す

るタイがすでに中進国であることが大きい。逆にガンジ

スは2000年一人当たりGDPでは約1.2倍だが、2100年

一人当たりGDPでは約61.7倍と非常に大きくなり、イン

ドにおける経済発展の影響の大きさを示している。 

 

表-6：現在（1970～2000）に比べ 21 世紀末（2070～2100）にお

ける、流域別洪水被害額における期間内中央値の変化率。一人当

たりGDPが左は2000年、右は2100年を用いた。 

河川名 2000年GDP 2100年GDP 

ガンジス 1.2 61.7 

チャオプラヤ 1.8 22.0 

メコン 1.4 45.6 

黄河 1.1 32.4 

 

(3)主要なメガシティにおける洪水被害額の将来変化 

 これまで国別や流域別に見てきたが、洪水対策として

適応策を考える際、人口集積域であるメガシティの優先

順位はどうしても高くなるであろう。そのような社会的

要請を考え、本研究では研究領域内におけるメガシティ

のいくつか（デリー、コルカタ、ダッカ、北京）を例と

して洪水被害額の推定をし、その将来変化を検討した。 

 被害額を推定する際、メガシティの範囲が必要となる。

その方法は、まず各都市の中心をGoogle Mapで仮に設定

し、その周辺における最大の人口となるグリッドを中心

とした。その中心となるグリッドから1グリッドずつ大

きい正方形を2つ仮定し、それぞれの一番外側のグリッ

ド群をnとn+1とする。グリッド群nのうちn+1の平均

値より大きいものから足していき、それを外側に向けて

拡大していく。最終的にその各都市の人口13)に達したと

ころで、グリッド群nのうち大きい方から足していく。 

 

表-7：主要なメガシティにおける洪水被害額の変化率。2000/2000

は21世紀末（2070～2100）の洪水被害額を2000年一人当たりGDP

で、2100/2000は2100年一人当たりGDPで算出した際の変化率。

都市名 2000/2000 2100/2000 

デリー 2.2 116.9 

コルカタ 0.8 42.4 

ダッカ 1.6 86.0 

北京 1.3 40.6 

 

 次に、範囲が決定されたメガシティごとの洪水被害額

を表-7に示す。2000年一人当たりGDPと2100年一人当

たりGDPの両方を比較するため、21世紀末における洪水

被害額を2000年一人当たりGDPと2100年一人当たりGDP
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とで算出し、現在の洪水被害額で除し、その変化率を示

した。コルカタを除いて、それぞれのメガシティが属す

る国よりも変化率は大きく、適応策を考える際に重要な

情報となり得ることを示した。また、各メガシティにお

いて標準偏差を見ると、やや年々変動が増加する傾向に

あった（図-9）。これは国別や流域別に見た氾濫面積や被

害額においても同様の傾向である。 

 

図-9：ダッカにおける洪水被害額の年々変動。単位は米ドル。 

 

４．まとめ 

 本研究では、将来社会経済シナリオを用いて、現在と

21世紀末における洪水リスクが推定された。将来社会経

済シナリオはALPSのシナリオAを採用した。CMIP5の予

測シミュレーション実験結果（RCP8.5）の流出量を河川

氾濫モデルCaMa-Floodに入力し、洪水リスクを評価する

ために必要な河川流量や氾濫面積、浸水深が得られた。

その浸水深データを被害割合に換算する関数を用いて、

最終的に洪水リスクが各グリッドで推定された。 

21世紀末における洪水頻度は、アジアのほぼ全域で増

加傾向、氾濫面積はスリランカやバングラデシュ、ラオ

ス、ミャンマーで約1.4～1.6倍となる一方、日本、台湾、

タジキスタン、キルギスではほぼ変わらない傾向であっ

た。被害額の推定では、経済発展の影響が非常に大きく

気候変動による影響は大変小さいが、適応策を考える際

に区別して評価する重要性を示した。 

今後の課題として、被害額を減少させるための適応策

のコストを推定し、被害額と適応策コスト、そして緩和

コストを勘案して統合的な緩和・適応策の実施策定に向

けた研究を実施する必要性が示された。 
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